岩室村

住民生活

	ごみ処理　　　　　家庭系ごみ収集及び処理事業
	ごみ処理　　　　　家庭系ごみ収集及び処理事業
	ごみ処理　　　　　集団資源回収運動事業

	１　普通ごみの収集方法

（Ｈ１４．４．１現在）

収集対象人員

全村民

収集区域

村内全域

収集率

100％

収集体制

委託100％

収集方式及び回数

ステーション方式

地区別週３回

焼却施設

巻町外三ケ町村衛生組合

鎧潟クリーンセンター　120t／日

２　大型ごみ

（Ｈ１４．４．１現在）

収集対象人員

全村民

収集区域

村内全域

収集率

随時個人搬入が原則　希望制で有料個別回収

収集体制

委託100％

収集方式及び回数
希望者のみ

個別収集方式　１個／500円（ステッカー）

　大型ごみ：月１回

処理施設

巻町外三ケ町村衛生組合

鎧潟クリーンセンター　120t／日

最終処分方法

福井一般廃棄物最終処分場

※　巻町外三ケ町村衛生組合（関係町村：巻町、西川町、潟東村、岩室村）で共同処理する。
	３　資源ごみ
（Ｈ１４．４．１現在）
収集対象人員

全村民

収集区域

村内全域

収集率

100％

収集体制

委託100％

収集方式及び回数
専用コンテナー・専用ネット方式

びん、缶及びペットボトル：各種月２回

処理施設

巻町外三ケ町村衛生組合

鎧潟クリーンセンター

リサイクルセンター（びん・缶・ペットボトル）

４　その他のごみ処理方法

①廃乾電池等
・燃えないごみとして随時指定場所で回収し、巻町外三ケ町村衛生組合で委託処理
②動物処理
・動物霊園等に紹介、所有者不明及び事故死動物について随時回収

５　ごみステーションの設置，管理，運営
①設置主体、管理・運営主体
・基本的に各集落、集合住宅等単独なし
②設置手続き
･事前相談→収集経路に編入
③設置，管理，運営に対する補助制度
・各集落で設置するごみかごについて、50,000円の補助金制度あり
④指導・苦情対応
・各集落でごみステーションの管理及びマナー等の指導及び資源ごみの分別指導
⑤ごみステーション数
・普通ごみステーション１０９か所

・資源ごみステーション　５５か所
	制度なし

	ごみ処理　　　　　生ごみ処理容器普及事業
	ごみ処理　　　　　拠点回収事業
	し尿処理　　　　　し尿処理事業

	生ごみ処理器設置事業補助金交付制度

１　対象品目
・コンポスト

・電気式生ごみ処理器

２　斡旋方法　　補助金交付
・コンポスト：１台につき購入額の２分の１以内（３，０００円を限度）

・電気式生ごみ処理器：１台につき購入費の２分の１以内（３０，０００円を上限）

	制度なし
	１　し尿収集業者
収集委託業者　１業者
２　し尿収集方法
定額制　　制度なし
従量制　　計画収集で月１回または月２回収集。緊急の場合は申し出に応じて収集。

３　清掃手数料・し尿処理手数料
（１）　手数料
定額制　　制度なし
従量制　　従量制料金７３円／１０リットル（税込）
（２）　納入義務者
計画収集及び申し出により、し尿の汲み取りをした一般世帯，事業所
（３）　請求
２か月分を偶数月に納入通知書を発行し請求する
ただし、口座振替納付の場合、口座振替依頼書の約定に基づく通知とする
（４）　納入方法
窓口納付　　　　　納入通知書を郵送、金融機関等で納入義務者が納付するもの
口座振替納付　　納入義務者から口座振替納付の委託を受け、金融機関の口座から納付を
するもの

（５）　納期

納入通知書発行月の月末
ただし，１２月納期（１０月分・１１月分）は１２月２５日

また、口座振替の納期が金融機関の休業日にあたる場合は、翌日とする。



岩室村

住民生活

	し尿処理　　　　　合併処理浄化槽設置補助事業
	環境美化　　　　　環境美化条例
	環境教育　　　　　環境教育・啓発事業

	生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため，居住の用に供する建物（住宅及び店舗等併用住宅）に合併処理浄化槽を設置する者に対し、岩室村合併処理浄化槽等整備事業補助金を交付する。
(補助対象地域)

補助金の対象となる地域は，公共下水道計画除外地域（間瀬地区）の者

（浄化槽の規模別補助限度額）
　　　  ５人槽　　　　　　　　 ３７５千円
　６ ・　７人槽　　　　　　　　 ４３８千円
　８～１０人槽　　　　　　　　 ５５５千円
１１～２１人槽　　　　　　 １，０４４千円
２１～３０人槽　　　　　　 １，０４４千円　（１，７５２千円）
３１～５０人槽　　　　　　 １，０４４千円　（２，３４０千円）
※（ ）内は，個別住宅を集合して合併処理浄化槽等を設置する共同施設の場合に
適用する。

	岩室村環境美化条例

＜目的＞
ポイ捨て及びふん害並びに違反ごみ出しの防止に関して村，村民等，事業者等の責務を明らかにする事とともに，ポイ捨て及びふん害並びに違反ごみ出しを禁止する事により，村内の環境の美化を推進し，もって快適な生活環境を確保する事を目的とする。

＜内容＞
村・村民・事業者・飼主のそれぞれに環境美化等を目的とする責務を課するほか，ポイ捨て禁止，自動販売機による飲料販売者に回収容器の設置義務を規定。

＜罰則＞
規定に違反している者に対し勧告し，勧告に従わない者は公表する。

	＜学校における環境教育＞

１　中学校

岩室中学校では地域の老人会と協力してゴミ回収、生徒会を中心に間瀬海岸清掃・アルミ缶リサイクル運動など実践教育を行っている。

２　小学校

○岩室小学校

・４学年　社会科

岩室村のゴミ処理等について学習し、環境教育を行っている。

・５学年

平成15年度に総合的な学習の時間に「環境」を位置づける。

・全校対象に「児童活動」

にいがたエコスクール運動に参加。

「節電」をメインテーマにした活動を行っている。

○和納小学校

・夏休みに各地域ごとに地域清掃に取り組んでいる。

・総合学習の時間に、ゴミ拾いや調査活動を通して環境教育に取り組んでいる。

・社会科資料集「わたしたちの岩室村」のくらしの中の水・ゴミのゆくえを通し、環境教育とかかわらせて指導している。

＜村民啓発事業＞

１　村内一斉クリーン作戦の実施

年１回（3月）全世帯の協力を求め、村内の一斉清掃を通して環境美化の啓発を行っている。

	自然エネルギー　　　　　住宅用太陽光発電システム設置費補助事業
	防災・消防　　　　　自主防災組織育成事業
	防災・消防　　　　　防災気象情報システム整備事業

	制度なし
	制度なし
	（１）　事業の概要

防災気象情報システム

風向風速、気温、湿度、雨量の情報について岩室消防署での観測を実施している。

（２）　制度の運用

防災気象情報システム

新潟県西部広域消防事務組合本部から情報提供を受けている。


岩室村

住民生活

	防災・消防　　　　　防災情報整備事業
	防災・消防　　　　　防災行政無線整備事業
	防災・消防　　　　　災害時情報システム整備事業

	（１）　制度の概要

村民に自らの居住場所の地理的特性を認識してもらい、日頃から水害に対する備えや行動の参考としてもらうため、土砂災害ハザードマップを作成し、全区長及び間瀬集落全戸配布。

（３）　土砂災害ハザードマップ

平成14年度作成全区長へ配布（間瀬集落は全戸配布）


	防災行政無線

（１）　制度の概要
地域住民への情報提供や非常時における広報手段として設置

（２）　制度の運用

　①同報系無線局
・同報系親局　　　　  １局（役場庁舎）
・同報系中継局　　　　１局（間瀬）

・遠隔制御装置　　　　４局（役場宿直室、JA越後中央岩室支店、同和納支店、西部広域消防岩室消防署）
・同報系無線子局　　４０局（村内４０地点）
・個別受信機　　　　１５０局（区長、消防団長、分団長など）
　②移動系無線局
・基地局　　　　  １局（役場庁舎）
・車載型無線局　７局（公用車７台）
・携帯型無線局　８局（役場庁舎備え付け）

・　　　　〃　　　  ４局（上下水道課備え付け）

　（放送）
　　災害時の緊急放送　随時
　　定時放送　　　　　　　１日３回

	制度なし

	防災・消防　　　　　災害時備蓄対策事業
	防災・消防　　　　　災害見舞金支給事業
	防災・消防　　　　　災害見舞金支給事業　（別表）

	制度なし
	（１）　制度の概要

　ア　岩室村災害弔慰金

村民が、自然災害等により、財産若しくは身体に被害を受け、又は死亡した場合に見舞金を支給する。

（２）　制度の適用

岩室村災害弔慰金の支給等に関する条例
	岩室村災害弔慰金・災害障害見舞金支給額

（単位：円）

被害の状況

金　　　額

災害弔慰金

生計を主として維持していた者の死亡

5,000,000円

その他の者

2,500,000円

災害障害見舞金

生計を主として維持していた者の死亡

2,500,000円

その他の者

1,250,000円




岩室村

住民生活

	防災・消防　　　　　消防局の体制
	防災・消防　　　　　消防団の体制
	防災・消防　　　　　消防緊急通信指令システムの状況

	新潟県西部広域消防事務組合の体制
（１）　組織
１本部　５消防署

（２）　職員数　　　　　　　　　　　　　　　　　西部広域　　　　　　　　　　　岩室署
消防の事務部局の職員  条例定数 １３６人
実員数 １３５人　　　　　　　　　　　　１５人

（３）　消防車両等保有台数　　　西部広域　　　　　　　　　　　　　　　　岩室署
ポンプ車等　　　　　　　　　１４台　　　　　　　　　　　　　　　   ２台
特殊車両　　　　　　　　　　　２台　　　　　　　　　　　　　　　   ０台
救急車　　　　　　　　　　　  ８台（うち高規格救急車１台）　　１台
その他(指令車等)　　　  １０台　　　　　　　　　　　　　　　　  ２台

（指令車５台、支援車１台、　　　　（指令車１台、作業用

作業車４台）　　　　　　　　　　　軽トラック1台）

（４）　救急隊の配置
吉田署　２隊（兼務）
分水署　２隊（兼務）
岩室署　１隊（兼務）

弥彦署　１隊（兼務）

寺泊署　２隊（兼務）

（５）　救命士数　　　　　　西部広域　　　　　　岩室署
５名　　　　　　　　０名

※　新潟県西部広域消防事務組合（関係町村：吉田町、分水町、岩室村、弥彦村、
寺泊町）で共同処理する。
	（1）　制度の概要
①　消防団の数　　１団
②　分団の数　　　 ５分団
③　部の数　　　　１７部
④　班の数　　　　なし
⑤　定年制　　　　なし

⑥　定員（１９５人）
・団長　　　　　　１人
・副団長　　　　 ２人
・分団長　　　　 ６人
・副分団長　　　５人
・部長　　　　　１８人
・班長　　　　　２２人
・団員　　　　１４１人
⑦　分団の定員基準

・小型動力ポンプ　　　　　　　　１１人以下

・小型動力ポンプ付積載車　　１３人以下
⑧　消防団旗（分団旗）
・消防団旗　　　　１旗
・部旗　　　　　　１７旗

	１　消防緊急通信指令システム概要
災害地点を即座に表示できる地図検索装置、車両動態表示装置などで、消防活動に必要な情報を的確、かつスピーディーに運用できる。通信指令機器を使用することで、１１９番受付の処理時間短縮により、迅速な出動が可能。NTT１１９番回線で消防本部へ通報される。

２　指令システム装置関係

　（１）　指令装置等
ア　指令装置１式
イ　指令伝送装置１式
ウ　一斉ＦＡＸ・切替器等　なし

エ　指令電話端末装置（各署端末装置にあり）

　（２）　ＡＶＭ端末機器　　　西部広域　　　　岩室署

各端末設置消防車両　　　３０台　　　　　　４台
ＧＰＳ端末機器　未設置

　（３）　出動指定装置（自動出動指定装置）

　（４）　地図等検索装置支援情報入力項目
ア　消防水利

イ　防火対象物（消火栓，防火水槽）

ウ　一人暮らし老人

エ　福祉施設
オ　関係機関連絡先
カ　応急処置口頭指導要領

　（５）　災害状況自動案内装置

　（６）　音声合成装置

　（７）　順次指令装置
※　新潟県西部広域消防事務組合（関係町村、吉田町、分水町、岩室村、弥彦村、
寺泊町）で共同処理する。

	防災・消防　　　　　住宅防火診断事業
	防災・消防　　　　　高齢者家族等の防火指導事業
	交通安全　　　　　チャイルドシート普及事業

	住宅からの火災を防止するため，住宅防火診断を実施している。

実施方法
１　７０歳以上の一人暮らしの家庭を毎年１回消防職員が防火指導をする際、

希望者にはパソコン診断を実施（現在は希望者なし）。


	１　高齢者家庭等の防火指導
（１）防火指導対象者
７０歳以上の一人暮し高齢者家庭

（２）実施方法
消防職員が各家庭を訪問し、防火指導する。
２　高齢者家庭に対する消火器等の備付
制度なし
	岩室村チャイルドシート購入費補助事業

１　根拠条例等

　　　　岩室村チャイルドシート購入費補助金交付要綱

２　趣旨

　　　　チャイルドシートの普及を促進し、乳幼児の死傷事故の防止を図る。

３　対象者

　　　　村内に住所を有する者で、村内の就学前の対象乳幼児１人につき３回。

４　補助金の額

　　　　チャイルドシートの購入価格の１／２　（１００円未満切り捨て）

　　　　１個につき１０，０００円を限度




岩室村

住民生活

	交通安全　　　　　交通遺児等交通災害共済加入金助成事業
	廃止路線代替バス運行　　　　　廃止路線代替バス運行費助成事業
	自治会等　　　　　防犯灯設置等助成事業

	制度なし


	廃止路線代替バス運行費補助金

地域において必要なバス路線の運行を維持し，地域住民の足の確保を図るため，廃止路線バスを運行する貸切バス運行事業者に対して，運行費の一部を補助する。

＜補助対象者＞
・新潟交通西（株）

＜補助額＞
補助対象経費の２分の１を関係市町村で按分

	１　防犯灯補助金

制度なし

※防犯灯器具支給

自治会、町内会等で管理する防犯灯が壊れた場合、現物支給する。

（毎年、㈱東北電力からの寄贈分のみ）

２　防犯灯電気料補助金

制度なし

※小中学生が登下校する通学路で、防犯上必要と認める路線について、防犯灯の設置工事及び維持管理を行う。



	自治会等　　　　　地域づくり活動促進事業
	自治会等　　　　　コミュニティ活動推進事業
	自治会等　　　　　集会所建設費補助事業

	制度なし
	制度なし
	地元の要望により、２００万円を上限として、予算措置をする。
（ただし、国・県の補助対象となる施設は対象外とする）

※建設に係る要件等は特になし。


岩室村

住民生活

	自治会等　　　　　集会所用地取得資金利子補給等補助事業
	自治会等　　　　　自治会への事務委託の状況
	自治会等　　　　　地域活動等障害見舞金支給事業

	制度なし


	嘱託員に関する規程（４４自治会／嘱託員制）

（１）　嘱託員報酬（年４回の支払：６.・９・１２・３月）

・戸数割　　　月額  戸数×８０円

・平均割　　　月額　　１５，０００円

（２）　自治会長報酬

制度なし

（３）　委託に関する事務

・村が行政上の目的で、嘱託員を通じて地域住民に対し周知徹底を図る事務

・広報等の配布


	制度なし

	消費生活　　　　　消費者情報提供事業
	消費生活　　　　　消費生活相談事業
	広報活動　　　　　広報事業

	（１）制度の概要
消費生活に役立つ情報の提供，知識の普及を図るため，各種情報の提供を行う。

（２）制度の運用
・各種啓発資料の配布
・広報誌への情報掲載

（ただし、国県の情報提供のみ、村独自としてはなし）


	制度なし

※消費生活相談の問い合わせがあった場合は、新潟県消費生活センターを紹介している。
	１　広報紙（誌）等

　　・「広報いわむろ」・・・毎月１日発行，各地区嘱託員を通じて全戸配布。

　　事業所，公共機関，その他郵送
　　村外居住の村ゆかりの人等へも郵送
　　・「広報いわむろ」（声） 広報発行毎
　（ボランティアにより希望者へ）

　　・「村勢要覧」・・・適宜改訂
２　その他の広報

　　・ホームページで村政に関する情報を提供。
　　・防災情報無線を利用し村政に関する情報を随時提供。




岩室村

住民生活

	広報活動　　　　　行政懇談会開催事業
	広聴活動　　　　　動く行政教室開催事業
	広聴活動　　　　　行政出張講座開催事業

	（１）制度の概要（村政懇談会）

　　　地域住民を対象に，村長が村民と直接対話を行い，要望・意見を聴き，村政に対する村民の理解と協力を求める。

（２）制度の運用

　　　開催回数　　　　不定期開催　（地域からの要望により開催）
　　　開催日時　　　　不定　（地域からの要望により開催）
　　　

開催内容　　　　地区別議題及び自由発言

　　　懇談会運営　　地元，あるいは村
	制度なし


	制度なし

	広聴活動　　　　　市町村長への提言・要望事業
	広聴活動　　　　　行政モニター設置事業
	広聴活動　　　　　行政世論調査事業

	村長へのたより

（１）制度の概要
・村民から村政に関する提言・意見を寄せていただき，村政への運営及び施策策定の参考資料とする。

・村長室開放日を設け、一般村民から自由に来庁してもらい相談、要望を聴く。

（２）制度の運用
・村長室に置かれた専用ＦＡＸ、及びＥメールで意見、質問を受付。文書、Ｅメールで回答する。

・村長室開放日　：　毎月末　金曜日の午前中

	制度なし
	制度なし


岩室村

住民生活

	広聴活動　　　　　行政評価委員会設置事業
	住民相談　　　　　住民相談事業
	男女共同参画　　　　　男女共同参画推進事業

	制度なし


	（１）制度の概用

公共機関の仕事について、苦情や相談、ご意見などを受け付ける。

（２）制度の運用

・行政相談　（行政相談員対応）
［相談日］　　毎月１０日

	制度なし
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